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Mitsui Bussan’s Female Employees in the Early Post WWII Period
Hideyoshi Yagashiro
e purpose of this paper is to clarify the issues related to the treatment of Mitsui Bussan’s female 
employees in the early post WWII period. Mitsui Bussan rst began employing female workers as alter-
natives to male workers in the 1920s recession with the intention of reducing labor costs. By the late 
1930s, the outbreak of war meant that the available male labor force had shrank, leading to an even great-
er need to supplement the labor force with the addition of female workers. e status of women employ-
ees improved. is change is considered to be due to the labor policy of the government in wartime and 
the post-war improvement of women rights. e advancement of women employees is widely considered 
to have occurred continuously from the 1930s through to the 1950s.
However, opposing this view, I point out the following in this paper: First, the number of female 
employees increased during the war, but declined significantly after the war. As male labor became  
readily available by the end of the war, Mitsui Bussan reduced its female labor rate participation.  
From the perspective of the company, the value of the female labor force was less aer the war had ended. 
Second, the treatment of female employees aer the end of the war was not the same as male employees. 
Female employees were positioned in the company as well as men in the labor union which was formed in 
January, 1947. However, this was not based on the improvement of women’s rights. Trade union laws  
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1936年上期には 187人であった台北支店の人員数は，4年後の 1940年上期には 86人が増員され
て 273人となっている。その増員内訳は，日本人女性従業員が最も多くて 40人（準職員 33人，雇






合計 応召等男性 女性 小計 男性 女性 小計
職員 準職員 雇員 準職員 雇員 準職員 雇員 準職員 雇員


































































































































































































る。1940年 11月には支店 31，出張所 13，出張員 38，駐在員 17であった三井物産の海外店舗数は，









̶     ̶275
第二次世界大戦直後における三井物産の女性従業員
ただし，ここで強調されるべきことは，太平洋戦争期の 1942年下期には 3,348人であった女性従










あった女性従業員数が，1947年 1月には 1,335人に減少したということは，差引 2,013人が何らか
の事情で退職し，かつその補充が行われなかったことを意味する。一方，麻島昭一によれば，1942
年 10月の時点で三井物産の会計・出納部門に配置されていた「店限」の女性従業員 792人のうち，



























































̶     ̶277
第二次世界大戦直後における三井物産の女性従業員
人事部長，人事部考査課課長，人事部副部長として名を連ねていることから 31，代議員会が開催され
た 1946年 2月においても彼らは同様の地位にあったものと思われる 32。
また，正副の議長に選出された総務部の①今井一と②島正孝は，1944年 4月の『職員録』には，






1946年 2月 1947年 1月
第 1部
① 今井一（議長） 総務部 総務部／部長 1895 （前）三井物産／常務取締役
② 島正孝（副議長） 総務部 函館支店／支店長 …
③ 太田策馬 人事部／部長 … …
④ 磯谷秀次 人事部 … …
⑤ 山田武雄 庶務部 庶務厚生部／部長 1896
⑥ 村瀬新一郎 経理部 整理部／部長 1892 （前）三井物産／社長
⑦ 長沢昇三 機械部 … … 日本機械貿易／専務取締役
⑧ 砂山兼義 食糧部 食糧部／部長 … 極東物産／専務取締役
⑨ 岩田憲雄 大阪支店 特殊資材部／部長 …
⑩ 宇佐美俊治 福岡支店／支店長 福岡支店／支店長 …
第 2部
⑪ 首藤憲太郎 経理部 … 1906 第一通商／常務取締役
⑫ 杉本一郎 機械部 … …
⑬ 板津直平 金物部 … 1906
⑭ 野原彦次郎 金物部 … …
⑮ 力石寿武 食糧部 … …
⑯ 西島東 食糧部 … 1904 極東物産／常務取締役
⑰ 松延三郎 食糧部 … …
⑱ 津下統一郎 物資部 … 1903
⑲ 外山宣道 製塩班 … …
⑳ 星崎治名 名古屋支店 … …
第 3部
㉑ 関口雄三 総務部 … …
㉒ 相原邦明 機械部 … …
㉓ 池田芳蔵 食糧部 … 1911 （新）三井物産／社長
㉔ 滝正明 物資部 … …
㉕ 野村嘉彦 運輸部 … …
㉖ 森祥二郎 製塩班 … …
㉗ 山田隆一 札幌支店 … 1915
㉘ 岡崎賢三 横浜支店 … 1916
㉙ 福岡振 大阪支店 … …






















































散が不可避となった 44。1945年 12月 6日に三井本社取締役会は「当会社解散方針之件」を可決し，








三井物産 100,000 2,000 51,411 （51.4） 1,028 （51.4）
三井鉱山 300,000 8,000 202,025 （67.3） 4,980 （62.2）
三井信託 15,000 600 2,406 （16.0） 96 （16.0）
三井生命 500 40 375 （75.0） 30 （75.0）
三井農林 10,450 209 9,452 （90.4） 189 （90.4）
三井造船 45,000 1,200 37,250 （82.8） 994 （82.8）
三井精機 100,000 2,000 99,628 （99.6） 1,993 （99.6）
三井化学 101,250 2,430 40,063 （39.6） 972 （40.0）
三井不動産 5,000 100 5,000 （100.0） 100 （100.0）




日本製粉 16,000 400 7,933 （49.6） 198 （49.6）
三井倉庫 15,000 300 12,500 （83.3） 300 （100.0）
大正海上 5,750 460 2,777 （48.3） 222 （48.3）
熱帯産業 5,525 130 2,168 （39.2） 51 （39.2）
東洋棉花 35,000 700 30,895 （88.3） 618 （88.3）
三機工業 17,000 340 16,485 （97.0） 330 （97.0）
東洋レーヨン 35,375 706 11,940 （33.8） 252 （35.7）
東洋高圧 48,250 1,300 　 ̶ ̶ 　　̶ ̶
三井油脂化学 20,000 400 20,000 （100.0） 400 （100.0）
三井軽金属 45,000 900 107 （0.2） 21 （2.4）
三井木船 10,000 200 3,000 （30.0） 60 （30.0）
三井木材 30,000 600 30,000 （100.0） 600 （100.0）
（注）̶はゼロ，「本社および家族」の各項目右側にある括弧内の数値は，合計に占める割合（％）を示す。
（出所）持株整理委員会調査部第二課編『日本財閥とその解体』（持株会社整理委員会，1951年）96頁より作成。






















































































































































































年 7月に GHQの指令に基づいて解体されるが，その後に新設された旧三井物産系企業 223社に参加
した従業員 3,003人のうち 1,425人が 1959年 2月に再合同した新三井物産に合流した（女性従業員




























































19 たとえば台湾では，1925年度には 1,168人（日本人 797人，台湾人 371人）であった高等女学校本科の入学者数は，1940




















































































59 日本経営史研究所編『稿本 三井物産株式会社 100年史』上（日本経営史研究所，1978年）805頁。
60 この点について平井岳哉は，旧三井物産解体時の従業員数と解体後に設立された新会社に参加した人員数の乖離の大きさに
着目してむしろ不連続性を強調する立場を採っている（平井岳哉「三井物産解散直前・直後の東北地方における人事異動」
『獨協経済』91号，2012年 3月）。
